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1. 研究の背景と目的

　人口減少・少子高齢化の著しい地方小都市では、空き家

の増加に伴い、老朽化による倒壊や不審者による治安悪化

など住環境への悪影響が懸念され、空き家を利活用する必

要性が高まっている。

　北海道下川町では、近年移住や住み替え需要の高まりか

ら、即時利用可能な住宅が減少している。一方で、空き

家は継続的に発生していることから、移住者の住宅需要

に対応する空き家活用による住宅供給が求められている。

しかし現在、空き家は移住者との個別対応のマッチングに

とどまっており、町全体の空き家を継続的にマネジメント

する仕組みとはなっていない。

　そこで本論では、移住定住促進に取り組む北海道下川町

を対象に、経常的かつ経年的な空き家ストック量の実態と

移住定住者の空き家へのニーズを把握することで、町全

体の空き家を長期的にマネジメントする仕組みである「空

き家流通ビジネスモデル」を構築することを目的とする。

2. 研究の手法

　本論では①下川町産業活性化支援機構タウンプロモー

ション推進部（以下「TP 推進部」）が把握する空き家活用

戸数から、下川町全体の空き家ニーズを把握し、年間の

必要空き家戸数を求める。②下川町の目標人口から移住者

が必要とする空き家戸数を定める。③ TP 推進部へのヒア

リング調査から、移住者の空き家ニーズを明らかにする。

④本研究室注 1）で実施している空き家調査注 2) の結果 1)2)3)

を時系列で整理し（空き家のタイムスケール）、空き家ス

トック量と現状の空き家流通の傾向を把握する。⑤ TP 推

進部へのヒアリング調査から、空き家改修の傾向を明らか

にする。⑥①～⑤の結果に基づき、町全体の空き家ストッ

ク量を捉えた空き家流通ビジネスモデルを構築する。

3. 下川町全体の空き家ニーズ

3.1　空き家活用の実績

　TP 推進部が把握している空き家活用戸数を表 1 に示す。

平均して 9戸の空き家が毎年活用されている。

3.2　下川町の目標人口（図 1）

　下川町の目標人口 4) は純移動率注 3）

がプラスの年齢層はその率を維持し、

マイナスの年齢層では３割の改善を

１つの根拠としている。転入者増で

の純移動率改善を仮定すると、現在

より14人多くの移住者が転入する注4）。

3.3　移住実績と必要空き家戸数

　平均して 23 人、12 世帯が下川町へ移住している（表 2）。

3.2章で定めた移住者数を平均世帯人数（1.8人）で除すと、

7.8 世帯である。空き家でこの住宅需要を賄うと仮定した

場合、現状の 9戸に加えて新たに 8戸の空き家を要する。

3.4　移住者の空き家ニーズ

　下川町では、公営住宅を経てから空き家に入居する移住

者が多く、数年後を見据えた空き家の流通計画が必要であ

る。また、北海道らしい生活を求める移住者も多い（表 3）。

4. 空き家ストック量と現状の空き家流通の傾向

　本研究室では 2017 年より下川

町の空き家調査を行い、空き家の

状態及び空き家の流通情報を把握

している。空き家の状態に応じて

A から E までのランクに分類して

いる（図 2）。調査の結果を年度毎

にランク別の空き家戸数と新規空

き家戸数に整理し（図 3）、ランク

別の空き家期間を整理した（図 4）。

　図 3より次の傾向がわかる。即時利用可能な空き家（A、

B ランク）は減少傾向であり、近年は 5 戸程度で推移して

いる。改修を伴って利用可能な空き家（C ランク）は 17

戸から 27 戸の間で推移している。利用困難な空き家（D、

E ランク）は 24 戸から 47 戸の間で推移している。また、

新規空き家戸数は減少傾向であることがわかる。平均して

A ランクは 1.67 戸、B ランクは 2.67 戸、C ランクは 5.17

戸の空き家が毎年発生していることがわかる。

　図 4 より次の傾向がわかる。【A ランク】大半の空き家

が活用されている。空き家期間が短い（0.91年）。【Bランク】

大半の空き家が活用されているが、A ランクと比べ空き家

期間が長い（1.38 年）。【C ランク】50% の空き家が活用さ

れている。空き家期間は 2.04 年。【D ランク】活用される

空き家よりも解体・除却される空き家が多い。【E ランク】

長期にわたって放置されている。

表 1　空き家活用戸数

表 2　移住実績
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図 1　目標人口

図 2　空き家判定基準



図 4 空き家期間のタイムスケール図 3 空き家戸数のタイムスケール



5. 空き家改修の傾向

　TP 推進部へのヒアリング調査から、下川町における空

き家の取得費用と改修の程度・費用・期間を明らかにした。

5.1　空き家の取得費用（表 4）

　空き家の取得費用は平均して A ランクで 893 万円、B ラ

ンクで 502 万円、Cランクで 145 万円の費用を要する。

5.2　空き家改修の実績（表 4、表 5）

　【A ランク】改修は必須ではなく、入居者の好みで改修

の有無が決まる。改修費用は 100 万円以内に収まることが

多い。把握している A ランクの空き家は改修されずに活

用されているため平均改修費用は 0 万円である。数日程

度で改修が完了する。【B ランク】設備改修が必要である。

改修費用は 100 万円から 1000 万円の間で収まることが多

く、平均して625万円である。1ヶ月程度で改修が完了する。

【C ランク】水回りの大規模改修や外装の改修が必要な場

合が多い。B ランク相当に改修する場合は 1,000 万円を下

回るが、A ランク相当に改修する場合は 1,000 万円を上回

る。平均改修費用は 845 万円である。空き家の損傷状態に

合わせて改修するため 3 ヶ月程度要する。【その他】空き

家期間が長いと設備改修が必要な可能性が高い。資材価

格の高騰と人件費の増加から改修費用は増加傾向にある。

また、積雪の影響から冬季は内装の改修のみ可能である。

6. 空き家流通ビジネスモデルの構築

　10 年間で費用が回収されるビジネスモデルを町が実施

すると仮定し、空き家流通ビジネスモデルを構築した。

6.1　計算手法

　各モデルの収入と支出の費用項目を設定（表 6）。【家賃】

次の 2つの条件を満たすように 1000 円単位で設定。①「半

年の家賃収入 -毎回の返済金額」が常にプラスになる。②

10	年間の収支がプラスになる。【補助金】国土交通省の空

き家対策総合支援事業を利用。市区町村が実施するため活

用の場合は費用の 1/2、解体の場合は費用の 2/5 が補助さ

れる。【融資】初期費用（空き家の取得費用と改修費用の

合計）の 1/2	の金額とした。【利息】2.5%5) の固定金利制、

半年賦元金均等償還方式として算出した。

6.2　空き家流通ビジネスモデルの効果（図 5）

　６. １章で設定した条件を満たすビジネスモデルとして

次の４つのモデルを構築した。【買い上げモデル①】現在

の空き家需要を基に 9戸の空き家を買い上げ改修し流通さ

せる。この場合の家賃は 5.6 万円、10 年間の収支は 53 万

円の黒字である。【買い上げモデル②】人口目標を加味し

た空き家需要を基に 17 戸の空き家を買い上げ改修し流通

させる。この場合の家賃は 5.3 万円、10 年間の収支は 337

万円の黒字である。【借り上げモデル①】現在の空き家需

要を基に 9戸の空き家を借り上げ改修し流通させる。この

場合の家賃は 4.5 万円、10 年間の収支は 92 万円の黒字で

ある。【借り上げモデル②】人口目標を加味した空き家需

要を基に 17 戸の空き家を借り上げ流通させる。この場合

の家賃は4.5万円、10年間の収支は108万円の黒字である。

　買い上げモデルでは、空き家を買い上げるため家賃は

高いが費用を回収した後には収益を上げる。所有者は資

産の現金化が可能というメリットがある。借り上げモデ

ルでは、空き家を借り上げるため初期費用が抑えられる。

そのため、家賃を引き下げることが可能である。所有者に

対しては一定の収入と資産価値向上のメリットがある。

7. 結論

1）　町全体の空き家をランク別に分けて年間の総量、空き

家期間、新規の空き家戸数が明らかにした。これにより、

流通して活用すべき空き家の年間マネジメント計画が立

てられるようになった。

2）　空き家の年間マネジメント計画、空き家のニーズと

改修の傾向から活用する際の経費の計算が可能になった。

これにより、赤字にならず公的事業として成立するビジネ

スモデルが構築した。

3) 空き家を改修し移住者に貸し出す過程で地域に仕事が

創出される。これにより、産業の活性化や地域の人口を支

えることに寄与する。
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